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中学校 情報教育 

教育の情報化推進における学校内体制・組織に関する研究 

－「校務改善・情報共有化推進」アプローチを通して－ 

 

産業教育課  研究員  飯 田  香 久 

 

要    旨 

 

    本県中学校における「教育の情報化」推進のために，教員の ICT 活用に対する意識を高めたい 

と考えた。そこで「校務の効率化」推進に関する方策の検討とその実施を通して，教員の ICT ス 

キル向上へのアプローチについて考察した。 

    キーワード：教育の情報化 ICT 活用 校内研修  校務支援  

 

Ⅰ 主題設定の理由 

 

文部科学省では，新学習指導要領に対応した「教育の情報化に関する手引」(2010)を作成し，「情報教育」

や「教科指導におけるICT 活用」についての具体的な進め方等とともに，その実現に必要な「教員のICT 活

用指導力の向上」と「学校におけるICT 環境整備」について解説し，「教育の情報化」を推進してきた。 

しかし，「学校における教育の情報化の実態等に関する調査結果」（文部科学省，2011）によると，本県

の中学校においては，教員のICT 活用指導力やICT 環境の整備が，全国平均を大きく下回っている状況にあ

り，生徒への情報教育の指導と同様に校務や授業でICT を活用する時間も少ないという結果が出ている。 

教員は学校現場において，日常の教育活動を展開しながら研修や研究に努めている。しかし，日常業務に

追われ，研修や研究を行うための時間や必要な情報を得る機会が十分に確保されていない。また，ICT 機器

整備の遅れや他の様々な要因によって，教員のICT スキル向上のための研修参加意欲も低いことから，ICT 

の活用方法及び活用による効果についてよく理解していない教員が多い。そこで, ICT 活用指導力項目が著

しく低い値を示している要因を抽出し，まずは教員が授業で積極的にICT を活用する土壌を作るための的確

な方策を立てたいと考えた。 

どうすれば十分な時間を確保して教員の研修や研究を推進できるのか，その成果を生徒に還元していくこ

とができるのかということである。以上のことから，本県の現状を踏まえつつ，中学校における「教育の情

報化」を推進したいと考え，本主題を設定した。 

 

Ⅱ 研究目標 

 

本県の中学校における「教育の情報化」推進に関して，教員を対象とした現状調査・分析を行い，組織体

制や優先すべき知識・スキル内容について明らかにする。その内容に関して学校規模や教員のスキル状況に

合わせた段階的・効率的な支援プログラムを作成し，実践と検証を行う。 

 

Ⅲ 研究仮説 

 

校務支援システムの導入・運用やICT スキル向上研修の実施により，「校務の情報化」推進と改善が図ら

れれば，日常的に教員が校務処理や授業にICT 機器を活用することができるようになり，その結果，教員の

「ICT 活用指導力」が向上し，「生徒の情報活用能力の育成」が期待できる。 

 

Ⅳ 研究の実際とその考察 

 

１ 本県の現状調査 

本県中学校における「教育の情報化」推進を目指し，教員のICT 活用指導力を大幅に向上させるためには，
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効率的かつ継続的なスキル向上策やICT 活用の方向性の明示が必要であると考えた。そのためには，本県中

学校教員を取り巻く環境や現状の認識が重要であると考えた。そこで，各学校の実態やICT 活用に対しての

教員の意識を知るために調査・分析を行った。 

(1) 「教員のICT 活用指導力」に関する調査・分析 

① 調査の目的 

  全国教員を対象とした平成22年度「学校におけ 

る教育の情報化の実態等に関する調査」（文部科 

学省，2011）より，「教員のICT 活用指導力」に 

ついて全国平均と本県における調査結果の比較を 

通して，本県の「教員のICT 活用指導力」の状況 

を明らかにする。 

② 調査対象 

「教員のICT 活用指導力」調査チェックリスト 

の五つの大項目Ａ～Ｅ別に本県と全国平均を比較 

した。特に中学校教員のICT 活用指導力に着目し 

た。 

③ 調査の結果と考察 

 本県の「教員のICT 活用指導力」は年々向上し 

てはいるものの，全ての項目で全国の平均値を大 

きく下回っていた（図１）。また，平成22年度に 

おける本県の「教員のICT 活用指導力」は，平成 

18年度の全国の平均値とほぼ同じ値を示しており， 

本県の「教員のICT 活用指導力」は全国的に見て 

５年ほど遅れていることがわかる（図２）。 

(2) 学校における教育の情報化の実態等に関する調査 

・分析 

① 調査の目的 

教員のICT 活用指導力とICT 機器整備状況との 

  関連性を見るため，本県のICT 機器の整備率を明 

らかにする。 

② 調査対象 

 毎年全国一斉に行っている「学校における教育 

の情報化の実態等に関する調査」（文部科学省） 

の中の，都道府県別「コンピュータの設置状況」 

及び「インターネット接続状況」の実態調査結果 

から，「教育用コンピュータの整備率」及び「校 

内LAN の整備率」について調査・分析を行った。 

③ 調査の結果と考察 

本県の校内LAN の整備率は全国において最下位 

  に位置しており，校務用パソコンの整備率も平成 

21年度まで全国最下位であった（表１）。これら 

は，本県教員のICT 活用指導力が低い大きな要因 

の一つと考える。 

しかし，文部科学省の「学校ICT 環境整備事業」 

によって，平成22年度から校務用パソコン及び電 

子黒板等のICT 機器の整備状況が大幅に向上して 

おり（図３），今後，教員のICT 活用指導力も現 

在よりは向上していくものと考えられる。 

(3) 教員のICT 活用能力向上のためのアンケート調査 

集計・分析  

普通教室の校内 LAN 整備率（全国比） 

平成 18 年度 平成 19 年度 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度

青森県平均値 15.1% 16.1% 22.3% 23.9% 27.1% 

全国平均値 48.0% 52.8% 59.9% 60.8% 69.0% 

全国順位 47 47 47 47 47 

校務用パソコン整備率（全国比） 

  平成 18 年度 平成 19 年度 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度

青森県平均値 16.7% 19.4% 20.9% 30.5% 79.4% 

全国平均値 52.8% 59.9% 60.8% 69.0% 94.7% 

全国順位 47 47 47 47 40 
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図１ 本県中学校教員のICT活用指導力の状況 

図３ 普通教室の校内LAN及び校務用パソコンの整備率

表１ 「学校における教育の情報化の実態等に関する調 
査」結果（全国比較） 

平成22年度全国平均値と青森県平均値の比較（中学校） 
（「学校における教育の情報化の実態等に関する調査」より） 

図２ 本県教員のICT活用指導力の状況 

※１８小項目(A1～E2)ごとに４段階評価を行い，「わりにできる」若しくは「ややできる」と

回答した教員の割合 

※１８小項目(A1～E2)ごとに４段階評価を行い，「わりにできる」若しくは「ややできる」と

回答した教員の割合 

〔％〕

〔％〕

平成18年度と平成22年度の全国と青森県平均値の比較（全校種）
（「学校における教育の情報化の実態等に関する調査」より） 

18  19  20  21   22 18  19  20  21  22 

全国中学校平均値 
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① 調査の目的 

県内の学校または教員が抱えている，ICT スキル向上に対する阻害要因は何かということを，独自の 

  質問紙調査を行って詳しく調べ，明らかにする。 

② 調査対象と手続 

平成22年７月から11月にかけて，当センターの情報教育関係講座受講者及び初任者研修受講教員合計 

202名（男性133名，女性69名）を対象に，研修講座初日に質問紙を配付し，講座期間中に回答を得た。 

さらに，青森市教育委員会に依頼して，青森市内の小・中学校教員74名（男性34名，女性40名）を対

象にして同様の質問紙調査を行い，学校規模や教職経験年数の違う12校の小・中学校教員からも回答を

得た。 

③ 質問紙構成 

  先行研究を参考にし，機器利活用上の意識・ス 

キルに関する質問項目をカテゴリー別に分類した。 

その結果，「ICT 機器整備・使用状況」，「情 

  報の取扱い」，「ICT スキルの習得に関して」， 

  「情報化への学校体制」，「校務の情報化に対す 

  る意識」，「基本的なPC操作」，「総合的なICT  

  スキル」，「視聴覚機器設置やLAN 知識」，「イ 

ンターネット接続・情報モラル」，「トラブル回 

避・メンテナンス」の10のカテゴリーについて， 

意識及びスキルに関する40問を質問項目とした。 

④ 調査の結果 

調査の結果，文書作成や表計算，ファイルの保 

  存等の基礎的な校務処理スキルはおおむね高く， 

情報モラルの指導や授業でのICT 活用の必要性を 

理解している教員が多かった（図４）。しかし， 

授業でICT を活用したり，情報モラルの指導をす 

るための知識スキルが低く，有効な研修の参加機 

会を待っていることがわかった（図５）。 

また，「校務の情報化」には前向きであり，必 

要性は認識されているものの，各学校での「校務 

の情報化」は必ずしも満足すべき状況でないこと 

がわかった（図６）。 

⑤ 考察 

質問紙調査の結果，本県教員のICT 活用指導力 

  の低さは，日常のICT 機器利用時間が少ない教員 

が多くいること，授業でICT を活用するための知 

識・スキル不足があること，教員のコンピュータ操作に対する自信や慣れの不足が要因の一つであるこ 

とがわかった。また，中学校では専門教科の違いによって，授業で活用した教材や活用事例の共有がな 

かなか進まず，操作の教え合いが少ない状況にあり，そのため，学校全体としても活用への意識が低い 

ことがわかった。 

さらに，必要な研修の実施等の対応が取られていないため，教員の知識・スキルのばらつきが一層大 

きくなっている。記述式のアンケート結果からも，「校務の情報化」を推進するために，ICT 活用に関 

する適切な研修実施の要望が多く見られた。 

本県においては，教員のICT スキル向上を図るために県や地区単位等で多くの研修講座が開催されて 

いるが，実際には低い受講率となっている。これは，教員が多忙であることと，研修自体がスキル習得 

段階に応じた内容や個人のニーズに適した内容ではないために，教員が受講をためらっているのではな 

いかと考えられる。研修はスキル習得の道筋を示し，自らのスキルに合わせて受講してもらうことが重 

要である。また，ICT を活用した授業を実施しようとする雰囲気づくりや，いざ活用しようとした場合 

に操作方法を教え合い，いつでも助けてもらえるような校内の「体制や環境づくり」も，授業でのICT  

活用及び校内研修実施へつながっていく重要な要素だと考える。 

図４ 基礎的な校務処理スキルに関する質問項目への回答 

図５ ICTスキル習得に関する質問項目への回答 

図６ 情報化への学校体制に関する質問項目への回答 

文字のサイズや文字色，フォントを変更するこ
とができる。（ソフトウェア全般）  
 
作成する文書の用紙サイズや縦横，余白，文字
数，行数等を設定できる。（文書作成ソフト） 
 
上書き保存と別名での保存の違いがわかり，フ
ァイルに修正を加えて保存できる。 
 
セルの幅を自在に設定し，入力した文字や数値
のセンタリングや右寄せができる。（表計算ソ
フトウェア） 
文書やスライド内に図や写真を挿入しレイアウ
トできる。（ソフトウェア全般） 
 
作成した文書等のファイルを共有上の所定場所
に保存したり，すぐに参照することができる。  
 
「コピー・貼りつけ」等の操作のいくつかのキ
ーボードショートカットキーを知っている。 
 
入力したデータの合計や平均を求め，並べかえ
ることができる。（表計算ソフト） 
 
目的に応じて，適切なグラフや統計図を作るこ
とができる。  
 
スキャナーを使って，文書や画像等を電子化で
きる。 

短期的な研修では，継続的なICT機器の利活用
能力は向上しないのではないかと感じている。
 
教員に対する校務処理の情報化や，ICT機器の
利活用に関する研修の不足を感じている。 
 
校務処理の情報化やICT機器の活用について，
校内研修に位置づけられている。 
 

個人のICTスキルがもっと上がれば，今よりも
ICT機器を使うようになると思う。 
 
授業へのICT機器の活用の必要性を実感してい 
る。 
 
もっとPC操作やICT 機器の利活用について学び 
たいが，多忙のため阻害されていると感じてい 
る。 
 

〔％〕 
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２ 検証活動の実際 

(1) 校務支援システムの導入・運用 

① 導入の目的 

中学校現場では，ICT スキル向上のための研修時間の確保が難しく，研修実施を計画しようとしても， 

  その回数を増やすことはなかなか難しい状況にある。また，外部の研修講座に対しても研修参加者が少 

ない現状がある。そこで，現在の校務の更なる効率化を図るとともに，教員の研修も兼ねる目的で，校 

務支援システムを導入した。 

校務支援システムを利用して行う業務は，全教員が同じ操作方法による作業になる。教員が互いに基 

本操作を教え合いやすい環境を作ることで，操作に不慣れな教員に対して支援することができる。この 

ことによって，ICT 操作に対する教え合いの意識や授業でのICT 活用への雰囲気も高まるのではないか 

と推測した。そこで，「校務の情報化」推進による「校務の更なる効率化」と「ICT 活用に対する意識 

向上」を同時に図るため，以下の検証活動協力校３校に対し，校務支援システムの導入・運用を依頼し 

た。 

② 導入の対象 

    Ａ中学校 Ｂ中学校 Ｃ中学校 

生徒数 約200名 約300名 約150名 

普通学級数 ８ ９ ６ 

職員数 約20名 約30名 約15名 

システム導入・稼働時期 平成23年４月～ 平成23年５月～ 平成23年７月～ 

主な情報共有項目 事務処理 生徒出欠 

受賞記録 日程  

掲示板  生徒指導情報  

生徒出欠 受賞記録  

日程 掲示板 

 

生徒出欠 受賞記録  

日程 掲示板 

 

③ 導入システムの概要 

今回導入・運用した校務支援システムは，県内の中学校教員が作成した学校グループウェア（schois

【スクイズ】をカスタマイズして使用しているもの) と，地区の小中学校事務職員研究会が作成公開し

ている各種事務書類作成・処理ソフトウェアを連動させたものである。そのシステムプログラムを借用

し，検証活動を行った。スケジュール管理，資料配付（ペーパーレス），個人情報管理，通信票・調査

書用資料作成，旅行命令簿・復命書作成，部活動手当整理簿，連絡掲示板等の機能は，各学校の事情に

合わせて利用項目を変更して活用した。 

④ 導入・運用の実際 

 校務支援システムは他県では一般的に認知され，  

 多くの学校で運用されているが，本県で導入して  

いる地区，学校は少ない（表２）。校務支援シス 

テムの導入によって，地区ごと，学校ごとに効率 

的に「校務の情報化」のメリットや効果を実感で 

きるのではないかと考えた。   

 しかし，本県の場合には校務用パソコンの整備 

が全国平均に比べて遅かったために，情報の共有 

化を推進する目的の「グループウェア」の存在自 

体も知らない教員が多かった（図７）。したがっ 

て，導入当初は，教員のシステム導入に対する抵 

抗感が大きいのではないかと考えた。 

実際には，教員は日々の校務処理等の日常業務について比較的大きな負担と考えていたこともあり， 

このシステムの活用によって「校務の効率化」に役立つことを理解し，稼働後すぐに利用率が高まった。 

さらに，操作のつまずきがあった教員も，お互いに教え合ったことでスムーズに利用することができる 

ようになった。一人一人が操作に慣れるに従って，情報の入力・閲覧が増え利用率は更に高まった。 

⑤ 導入前後の意識変容調査 

ア 調査の目的 

   校務支援システムの導入・運用によって校務が効率化し，ICT 活用への意識が高まったかどうかを， 

表２ 青森県内小中学校の校務支援システム整備率 
（平成23年３月現在） 

図７ 意識変容事前調査結果 

「グループウェアというシステムを知っていますか」 

〔％〕 

以前いた中学校で使っていた 



システム導入の前後における意識の変容を見て明らかにする。 

イ 調査の対象と手続 

   平成23年４月から10月にかけて，システム導入校３校の全教員に対し，システム導入前と導入後２ 

回の合わせて３回質問紙を配付し，回答を得た。 

 ウ 調査結果 

調査の結果，システムの活用時間が増えてい  

くに従ってICT 活用の意識や研修を実施しよう 

とする雰囲気，ICT 機器を扱う際の教え合いの 

意識が向上した（図８）。さらに，多くの教員 

が「校務の効率化」を実感していた（図９）。 

  管理職からも，「活用してみて初めて利点が 

分かった」，「各分掌や各学年の動きがよく見 

えるようになった」，「全体への連絡が周知徹 

底されるようになった」という意見が出され， 

学校運営の円滑化にもつながったことを実感し 

ており，校内でのICT 活用に対して前向きな意 

見が増えた。 

⑥ 考察 

 「校務の情報化」に対する校務支援システムの 

効果や事例は，多くの先行研究によって明らかに 

なっている。本県の多くの中学校現場においても，  

このシステム導入によって校務の大きな効率化を 

図ることが可能になり，研修時間を確保できるの 

と同時に，ICT 活用に対する意識も大幅に向上す 

るではないかと考える。導入当初の説明では，む 

しろ作業が増えるのではないかと考えた管理職や 

教員がいたことも事実である。しかし，一度利用 

するとすぐにシステムの利点を理解して活用が増 

え，情報に対する意識も向上していった。特に， 

事務処理や通信票作成時に大幅な「校務の効率化」 

を実感することができたようだ。 

さらに，ICT 活用に対する意識が向上したこと 

で，情報に対する共通理解が増し，機器利用及び 

教え合いの雰囲気の向上や校内研修への前向きな 

意識向上にもつながった。 

(2)ICT スキル向上研修の実施 

授業でICT を活用する知識・スキルは，基本的には研修や自己研鑚によって向上するものであると考え

る。効果的かつ継続的なICT スキル向上には，教員一人一人の知識とスキルに見合った段階的な研修計画

が重要であり，学校の機器整備状況や教員のニーズを把握した研修の実施が必要である。 

県内の小中学校には，様々なICT 機器が整備されているが，機器の取扱いに関する知識習得や演習など

の研修の時間を十分に取れない学校が多かったのではないだろうか。本県では，近年多くの学校に電子黒

板や校務用パソコン等が整備されたが，まだまだ各教員が活発に活用しているとは言い難い現状がある。 

ICT スキル習得には段階があり，順序良く習得しなければスキルはなかなか身に付かない。知識・スキ

ルが低い教員が，いきなり授業で電子黒板を使いこなすことは現状では難しいと考える。  

そこで，学校にある機器を活用するために必要なスキルや知識を，研修計画の中に組み込んで作成する

ことが必要であると考えた。また，知識・スキルの定着のためには系統立てた研修を数多く実施すること

が重要と考え，検証活動協力校で研修形式を変えた研修計画を計３回実施した。 

① 研修の概要 

ア 実施時期：平成23年８月～10月（計３回） 

イ 対象：検証活動協力校の全教員 
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図９ 検証活動事後アンケート結果 
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図８ システム導入前後における意識の変容 
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「あなたの周りで，コンピュータ操作について快く教えてくれる人がい

ますか」 

「今後も校務支援システムの利用で自分自身の校務の効率化が図れると

感じていますか」 



ウ 実施場所：検証活動協力校の学習室及び教室 

② 研修内容 

校内研修の事前アンケートによって，学校側の要望や教員のニーズを事前に把握した上で研修構築を 

  行った。研修スタイルには様々な形式があるが，スキル向上研修ということで，演習の時間を多く設定 

  した。また，研修回数を多くするために教員の空き時間を利用した少人数研修も設定し，その実施効果 

  を検証した。今回は学校側の依頼により，書画カメラや電子黒板活用についての研修を取り入れること 

とした。研修の最終目標を，授業への電子黒板や書画カメラの活用とし，活用に至るまでの段階的なス 

キル・知識の習得を中心として行った。 

③ 検証の観点 

 第１回校内研修 第２回校内研修 第３回校内研修 

検証の観点 

全員を対象とした一斉講義形

式の研修は，どれだけ多くの教

員の意欲向上やスキル向上に有

効であったか。 

スキルレベルの違う教員を組

み合わせたワークショップ形式

の研修は，どれだけ多くの教員

の意欲向上やスキル向上に有効

であったか。 

教員のニーズやスキルレベ

ルに合わせた少人数個別支援

形式の研修は，教員の意欲向

上やスキル向上に有効であっ

たか。 

検 証 方 法 

・ICT 活用意識変容調査 

・研修後のアンケート 

・研修後の実践経過観察 

・ICT 活用意識変容調査 

・研修後のアンケート 

・研修後の実践経過観察 

・ICT 活用意識変容調査 

・研修後のアンケート 

・教員聞き取り調査 

④ 研修の実際 

 第１回校内研修 第２回校内研修 第３回校内研修 

研 修 主 題 
「ICT 機器を活用した授業の利

点・事例紹介」 

「ICT 機器を活用の実際」 「ICT 機器（電子黒板）を活

用した授業案検討」 

研 修 形 式 一斉講義型 ワークショップ型 少人数個別支援型 

参 加 者 14名 14名 ５名 

達 成 目 標 

ICT 機器の授業での利用方法

と効果について理解する。 

ICT 機器を活用した実際の提

示方法を理解し，必要な機器を

接続できる。 

電子黒板の起動方法や機能

を理解し，操作方法・授業活

用方法を習得する。 

概 要 

ICT 機器の授業における活用

方法と効果について事例を通し

て紹介する。機材や教材の実際

についても説明し，短時間の準

備でも大きな学習効果が期待で

きる可能性を理解する。 

授業におけるICT 機器活用の

利点と効果を理解した上で，

ICT 機器を利用した教材の提示

方法の実際について，機器の接

続・操作演習を通しながら実践

的に習得する。 

学校に配備されている電子

黒板の機能や接続方法等を理

解し，演習を通しながら実践

的に操作方法を習得する。授

業検討も行い，活用のイメー

ジを深める。 

内 容 

ICT 機器活用についての概要 

・ICT の授業活用について 

・校内にあるICT 機器の確認 

・授業活用事例案紹介 

ICT 機器活用についての演習 

・機器の操作演習 

・機器活用に関する質問につい

ての個別対応 

ICT 機器の接続について 

・ICT 機器の活用について 

・ICT 機器の接続について 

・授業活用事例案紹介 

ICT 機器活用についての演習 

・機器の接続演習 

・機器活用に関する質問につい

ての個別対応 

 

電子黒板についての概要 

・電子黒板や書画カメラの活

用について 

・活用事例の提案 

電子黒板についての演習 

・研修後半，電子黒板や書画

カメラを実際に使っての授

業演習 

・機器活用に関する質問につ

いての個別対応 

⑤ 考察 

  第１回校内研修は，全員参加の一斉講義型の研修形式とした。ICT の授業活用による効果や利点の伝

達には一度に多人数が集まって，できるだけ多くの知識を共有する形式が有効であると考える。しかし，

一斉講義型研修では，教員一人一人のスキル向上への対応があやふやになってしまいがちである。した

がって，あくまでも初歩的な内容で教員全体のスキルや共通理解を整える目的で，実施したものである。 

第２回校内研修は，参加者を少人数単位に分け，グループごとに機器接続演習を行った。多くの教員
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に演習を行う場合には機器の台数を多くして機器に触れる機会を多く作ることが重要である。ICT を授

業で活用する場合には機器そのものの知識に加えて，実際に操作し機器に慣れることが重要な課題とな

っているからである。機器操作演習に伴うスキル・意識の向上のための研修は，授業でのICT 活用とそ

の継続性に直接的に影響すると考える。 

ICT スキル向上研修は基本的にオンザジョブトレーニング形式や少人数単位での実施が有効である。

そこで，第３回校内研修は，授業の空き時間や放課後に参加できる教員を対象に研修を行い，その後の

追跡調査によって研修効果を検証しようと考えた。  

第３回校内研修は，前回までの研修に参加してICT 授業活用の基礎や利点を知り，授業で活用したい

と考える教員が集まった。さらに，少人数での実施だったため，具体的な授業活用についての意見や提

案が多く集まった。実際の授業で活用するための教材準備をイメージでき，教材作成に取りかかるきっ

かけとなる研修内容となった。 

(３) 研修後の意識調査 

① 調査の概要 

ア 調査の目的  

ICT スキル向上研修の実施が，教員のICT ス 

キル向上及び授業でのICT 活用につながってい 

るかどうかの有効性を検証するために意識調査 

を行い，研修内容の妥当性を明らかにする。 

イ 実施時期：平成23年７月～10月 (研修後に３ 

回実施）  

ウ 対象：検証活動協力校研修参加教員 

② 調査結果 

校内研修後の意識調査の結果を見ると，研修を 

通して授業における具体的な活用事例やICT 活用 

の利点を知ったことで，授業実践における実用性 

についての理解が増した。研修を重ねるにつれて，「ICT 機器を授業に活用する必要性を感じているか」 

という質問への回答のうち，「４ 全くそう思う」若しくは「３ まあまあそう思う」を合わせた回答 

者が徐々に増え，３回目の研修後には８割を超えた（図10）。 

同じく，「ICT 機器を授業や集会等でもっと活用してみたいという気持ちがあるか」という質問に対 

し，「４ 全くそう思う」若しくは「３  まあまあそう思う」を合わせた回答者が，３回目の研修後に

は100 ％に達した（図11）。また，検証活動協力校の教員が，「授業の実践のためにICT 機器を有効活

用したいが具体的な活用方法や教材作成事例・方法を知りたい」と事前アンケート用紙に記入していた

ことから，当該教科に対する教材作成方法や活用事例の具体的な提案を中心に，３回目の研修を行った。 

研修後，参加教員は自ら実際に教材を作成して授業で活用し，「板書の効率化，関心・意欲の喚起，

生徒理解の促進につながったことを実感した」と答えた。さらに，授業を見た他教員も活用意欲を高め，

放課後に数人集まり，独自の研修会を開催して，機器の操作方法や授業での実践事例の紹介を行って活

用を広げていた。 

③ 考察 

今回は，検証活動協力校に，校務用パソコンと書画カメラや電子黒板が整備されていたこともあり，

その活用のための校内研修を実施することができた。しかし実際には，学校ごとに機器整備状況や教員

のスキル状況，そしてニーズも違うはずである。今回の検証活動は単独校での実施であり，研修の内容

も汎用性をもつ部分と学校の特色に合わせて内容を絞り込んだ部分もあるため，学校の特色を生かした

研修内容の構築が不可欠である。また，中学校では一度に多くの教員を集めた研修を実施する場合，ど

うしても長期休業中や放課後の実施になりがちである。しかし，ICT スキルの習得は，継続的に取り組

んだ方が効果や知識・スキルの定着率が高いため，一度に全員を集めて１回～数回行うよりも，少人数

でも教員の空き時間や放課後等に時間を見つけて行う形式の研修を数多く実施した方が効果的である。

さらに，スキルの高い教員からの教え合いが活発化すれば，ニーズの高まりに合わせてタイミング良く

必要なスキルを伝授・習得できるようになり，ICT を活用する機会や可能性が広がっていくと考える。  

教員のICT 知識・スキル向上は，研修実施への意識を高めた上で，少人数個別支援型の校内研修とし

て，各学校の研修計画の中に組み込んで実施していくことが有効である。 
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図10 研修後のアンケート結果 

図11 研修後のアンケート結果 

 「ICT機器を授業に活用する必要性を感じている」 

「ICT機器を授業や集会等でもっと活用してみたいという気持ちがある」



Ⅴ 研究のまとめ 

 

本県中学校における校務用パソコンの整備率は，平成21年度の30.5％から平成22年度は79.4％まで高まっ

た。校務用パソコンの整備率向上によって，同じ環境での校務作業が可能になった。したがって，職員室内

の情報交換やオンザジョブトレーニング方式でのICT の知識・スキルの伝達が以前よりは容易になり，校務

処理が効率化するとともに，その機器を授業で活用する機会が増えると考えられるが，現段階で大幅なICT 

活用指導力向上は見られていない。 

今回の検証活動のように校務支援システムの導入・運用によって，現在の校務処理内容が大幅に効率化さ

れることがわかり，教員の研修時間や教材研究のための時間確保につながることがわかった。さらに，シス

テムを使い続けることで，実際に情報共有やICT 活用機会を高めることが可能になる。それらが高まること

によって情報やICT 活用に対する教員の意識が向上し，ICT スキル向上のための研修意欲やスキル習得への

意識向上につながることもわかった。校務用パソコンが普及し始めた今こそ，校務支援システムの導入・運

用に最適な時期と考える。 

本県中学校教員は，「授業へのICT 活用」に関する知識・スキル習得の初期段階でのつまずきが多いこと

が，「教員のICT 活用指導力」調査やアンケート調査から判明しており，「授業へのICT 活用」が少ない現

状がある。 

授業に関するICT 活用指導力向上には，研修参加や自己研鑚によるICT スキルの向上策が必要である。し

かし，教員は多忙で研修への参加が難しいことや，段階に応じた研修内容や個人のニーズに適した研修内容

でないと実施効果は低いことから，むしろ教員一人一人のつまずきに対して，個別支援型の研修を数多く実

施した方が有効性は高いことが本研究で明らかになった。 

したがって，各学校への校務支援システムの早期導入と教員のニーズを捉えた段階を踏んだ校内研修の実

施の組合せが，本県教員のICT 活用指導力向上に対して有効である。ICT 機器の整備が遅れ，現在もICT 活

用指導力の低い教員が多い本県の現状を鑑みたとき，「教育の情報化」の推進に寄与する一つの有効なアプ

ローチ方法であると考える。 

 

Ⅵ 本研究における課題 

 

校務支援システムは「校務の情報化」を推進し，教員の校務処理を効率化させることが可能になる。しか

し，実際にはシステム導入時にある程度のスキルや知識を要求されることや，いかに学校の実情に合わせて

導入するかという問題がある。マニュアル整備や機器整備を進めるなど，どの学校にも導入・運用できるよ

うに準備をすることが課題である。また，教員の習得スキルに応じた研修内容の精査とスキル習得段階にお

ける研修内容の精査も同様である。各学校で，ICT 活用スキル向上のための校内研修が実施できるような，

情報ミドルリーダーの育成も重要であり，教員全体のICT スキル向上対策のためには，これらのことを同時

に行っていかなくてはならない。 
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